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ＬＥＣ社会保険労務士講座／テキスト・レジュメ訂正情報 

Maintext Authentic〈2025 年版〉 

（2025 年合格目標 Kudo Project Swing-by seminar 講義使用教材） 

（2025/04/15 現在） 

 

2025 年合格目標 Kudo Project Swing-by seminar の講義使用教材である 

「2025 年版 Maintext Authentic」におきまして以下の訂正箇所がございます。 

大変おそれいりますが、教材の訂正をお願いいたします。 

※科目名の後の英数字は教材を区別するためのコードです。コードは教材裏表紙のバーコード下に記載しております。 

・最新 2025/04/15 更新分  

【2024/10/26 更新分】 

Tool Box Ⅱ(RU25252) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 
P43 (3) 

条文 １行目 

…子の看護休暇及び …子の看護等休暇及び 

訂正 

P110 (5)被扶養者 

【被扶養者の範囲】 

主として生計維持 表中  

 子  

(※2) 

 

子  

(※3) 

 

 

【2024/11/02 更新分】 

Tool Box Ⅱ(RU25252) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 
P77 (4)雇用保険法 

表中 ５段目 

④都道府県知事 ⑤都道府県知事 

訂正 
P77 (4)雇用保険法 

表中 ６段目 

⑤労働政策委員会 ⑥労働政策委員会 

訂正 

P173 ➐高年齢雇用継

続給付係る支給限度額 

 １行目 

令和５年８月１日から令

和６年７月 31 日までの期

間における… 

令和６年８月１日から令

和７年７月 31 日までの期

間における… 
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【2025/01/06 更新分】 

健康保険法(RU25253) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P23 健保-015 

【協会及び健康保険組

合に係る準備金に関す

る事項のまとめ】表 

【別添】に差し替え 

訂正 

P48 健保-028 

 ➍ ４行目・ 

５行目 

総数が常時100人を超える

ものの各適用事業所とさ

れているが、この場合の

「事業主が同一である１

又は２以上の適用事業所」

及び「常時 100 人を超える 

総数が常時 50 人を超える

ものの各適用事業所とさ

れているが、この場合の

「事業主が同一である１

又は２以上の適用事業所」

及び「常時 50人を超える 

訂正 

P48 健保-028 

 ➍ イ  

 

「常時 100 人を超える」事

業主が同一である１又は

２以上の適用事業所に使

用される厚生年金保険の

被保険者の総数が、１年間

のうち６月間以上100人を

超えることが見込まれる

場合を「常時 100 人を超え

る」として取り扱うことと

する 

「常時 50 人を超える」事

業主が同一である１又は

２以上の適用事業所に使

用される厚生年金保険の

被保険者の総数が、１年間

のうち６月間以上 50 人を

超えることが見込まれる

場合を「常時 50 人を超え

る」として取り扱うことと

する 

 

社会保険一般常識(RU25254) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P169 介護-033 

(3)【公費負担のまとめ】 

・上記の給付に要する費用

については、上記の公費の

ほか、令和３年度から令和

５年度までは、 

・上記の給付に要する費用

については、上記の公費の

ほか、令和６年度から令和

８年度までは、 

訂正 

P215 児童-006 

(5) ３行目 

当該中学校修了前の児童

であった者にその未支払

の児童手当を支払うこと

ができる。 

当該中学校修了前の児童

であった者にその未支払

の児童手当を支払うこと

ができる。 

訂正 
P304 第８章 第１節 

趣旨 最終行 

ている。 ていた。 

訂正 

P305 支援-002 

(1) ６行目 

② 老齢基礎年金受給権者

の前年所得額(※1)が所得

基準額(※2)以下であるこ

と 

① 老齢基礎年金受給権者

の前年所得額(※1)が所得

基準額(※2)以下であるこ

と 
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【別添】 

 

【協会及び健康保険組合に係る準備金に関する事項のまとめ】 

協会の準備金 健康保険組合の準備金 

【準備金の積立て（令 46 条１項）】 

協会は、健康保険事業に要する費用の支出に備

えるため、毎事業年度末において、当該事業年度

及びその直前の２事業年度内において行った保

険給付に要した費用の額（前期高齢者納付金等、

後期高齢者支援金等及び日雇拠出金、介護納付金

並びに流行初期医療確保拠出金等の納付に要し

た費用の額（前期高齢者交付金がある場合には、

これを控除した額）を含み、出産育児交付金の額

並びに国庫補助の額を除く）の一事業年度当たり

の平均額の 12 分の１に相当する額に達するまで

は、当該事業年度の剰余金の額を準備金として積

み立てなければならない。
 

 

【準備金の積立て（令 46 条２項、令附則５条）】 

健康保険組合は、健康保険事業に要する費用の

支出に備えるため、毎事業年度末において、次の

①及び②の額を合算した額に達するまでは、当該

事業年度の剰余金の額を準備金として積み立て

なければならない。 平17 択 
 

 

①当該事業年度及びその直前の２事業年度内に

おいて行った保険給付に要した費用の額（被保

険者又はその被扶養者が健康保険組合直営医

療機関から受けた療養に係る保険給付に要し

た費用の額及び出産育児交付金の額を除く）の

一事業年度当たりの平均額の 12 分の３（当分

の間、12 分の２）に相当する額 

 ②当該事業年度及びその直前の２事業年度内に

おいて行った前期高齢者納付金等、後期高齢者

支援金等及び日雇拠出金、介護納付金並びに流

行初期医療確保拠出金等の納付に要した費用

の額（前期高齢者交付金がある場合には、これ

を控除した額）の一事業年度当たりの平均額の

12 分の１に相当する額 
 

 

【準備金の取崩し（協会財務会計省令 26 条３項）】 

準備金は、当期未処理損失のてん補に充てる場合

を除いては、取り崩してはならない。 

【準備金の取崩し（令 20 条）】 

健康保険組合は、保険給付に要する費用（高齢

者の医療の確保に関する法律の規定による 

前期高齢者納付金等、同法の規定による後期高齢者支援金等及び法第 173 条の規定による日雇拠出金

並びに介護保険法の規定による介護納付金の納付に要する費用を含む）の不足を補う場合を除いて

は、準備金を取り崩してはならない。 

 

【繰替使用等（令 21 条）】 

・健康保険組合は、支払上現金に不足を生じたときは、準備金に属する現金を繰替使用し、又は一時

借入金をすることができる。ただし、繰替使用した金額及び一時借入金は、当該会計年度内に返還

しなければならない。
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【2025/02/10 更新分】 

CONTRASTⅠ(RU25255) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 
P41 厚年-007 

要点整理 １行目 

ただし、次の➊～➌の場合

は、 

ただし、次の➊～➍の場合

は、 

訂正 
P83 厚年-013 

(3)タイトル 

国民年金による年金たる

給付との調整 

国民年金法による年金た

る給付との調整 

 

CONTRASTⅡ(RU25256) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P265 第４章 

■ 本章の構成 

第３款 老齢厚生年金の額

の加算等（振替加算）及び

付加年金（国民年金法） 

第３款 老齢基礎年金の額

の加算等（振替加算）及び

付加年金（国民年金法） 

訂正 

P385 厚年-072 

要点整理 

《在職老齢年金と高年

齢雇用継続給付の調整

のイメージ》 

受給権者の標準報酬月額

が雇用保険のみなし賃金

日額に 30 を乗じて得た額

の 100 分の 61 に相当する

額未満であるとき 

受給権者の標準報酬月額

が雇用保険のみなし賃金

日額に 30 を乗じて得た額

の 100 分の 64 に相当する

額未満であるとき 

 

CONTRASTⅢ(RU25257) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 
P609 国年-077 

括弧書きタイトル 

【解説】 【確認事項】 

訂正 

P632 国年-085 

解説(*1)11 行目 

令和Ｘ３年４月は保険料

免除の対象とならず、翌月

の令和Ｘ３年５月が保険

料免除の始期となる。 

令和Ｘ年４月は保険料免

除の対象とならず、翌月の

令和Ｘ年５月が保険料免

除の始期となる。 

訂正 

巻末資料 P28 

（令和６年度の満額の

年金額を求める計算式） 

(※1)１行目 

令和６年度の基準年度

以後特別調整率は、物価

変動率（1.031）… 

令和６年度の基準年度

以後特別調整率は、名目

手 取 り 賃 金 変 動 率

（1.031）… 

 

労働基準法 (RU25260) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P184 労基-048 

要点整理  

下から３行 全文削除 

→ 詳細については、「巻末資料３ 副業・兼業の場合に

おける労働時間管理に係る労働基準法第 38 条第１項の

解釈等について（令 2.9.1 基発 0901 第３号）」を参照

のこと。 
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【2025/03/27 更新分】 

労働基準法(RU25260) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

目次 P5  

巻末資料 ２ タイトル 

労働基準法第 36 条第１項

の協定で定める労働時間

の延長及び休日の労働に

ついて留意すべき事項等

に関する指針 

スタートアップ企業で働

く者や新技術・新商品の研

究開発に従事する労働者

への労働基準法の適用に

関する解釈について（令

6.9.30 基発 0930 第３号） 

訂正 
P164 労基-046 

(6)６行目 ※削除 

※当該指針については、巻末資料に掲載 

訂正 

P184 労基-048 

要点整理  

下から３行 全文削除 

→ 詳細については、「巻末資料３ 副業・兼業の場合に

おける労働時間管理に係る労働基準法第 38 条第１項

の解釈等について（令 2.9.1 基発 0901 第３号）」を参

照のこと。 

 

労働一般常識Ⅰ(RU25258) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P126 職安-007 

条文 (3) 地方公共団

体の行う無料職業紹介

事業（法 33 条の４） 

全文削除 

地方公共団体は、当該地方公共団体の区域内における福

祉サービスの利用者の支援に関する施策、企業の立地の

促進を図るための施策その他当該区域内の住民の福祉

の増進、産業経済の発展等に資する施策に関する業務に

附帯する業務として無料の職業紹介事業を行う必要が

あると認めるときは、厚生労働大臣に届け出て、当該 

無料の職業紹介事業を行うことができる。 

訂正 

P127 職安-007 

条文  

下線部 削除 

・特別の法人若しくは地方

公共団体の行う無料職業

紹介事業を行う者は、・・・ 

・特別の法人の行う無料職

業 紹 介 事 業 を 行 う 者

は、・・・ 

 

労働者災害補償保険法(RU25261) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P21 労災-011 

要点整理 (1)➋ 

７行目 

業務上と認定された例〔作

業の合間にストーブが倒

れ負傷し、死亡した場合〕 

業務上と認定された例〔作

業の合間にストーブに倒

れ負傷し、死亡した場合〕 

訂正 
P33 労災-012 

要点整理 ５行目 

務上、第８号に係る疾病に

ついては後記 

実務上、第８号に係る疾病

については後記 

訂正 

P143 労災-034 

要点整理 (4)６行目 

→ ただし、この場合の請

求額は、給付基礎日額の

1,000 分から・・・ 

→ ただし、この場合の請

求額は、給付基礎日額の

1,000 日分から・・・ 
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【2025/04/15 更新分】 

Tool Box Ⅱ(RU25252) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P303 ７ 表中 

国民健康保険法 

（法 91 条）２つ目 

・被保険者証の交付の請求

又は返還に関する処分 

・資格確認書の交付等及び

被保険者の資格に係る事

実を記載した書面の交付

等の求めに対する処分 

訂正 

P303 ７ 表中 

高齢者医療確保法 

（法 128 条）２つ目 

・被保険者証の交付の請求

又は返還に関する処分 

・資格確認書の交付等及び

被保険者の資格に係る事

実を記載した書面の交付

等の求めに対する処分 

 

雇用保険法(RU25261) 

 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P46 第３章 

【求職者給付を理解す

る上で重要となる４つ

の期間】 ①４行目 

被保険者であった期間→ 

18 年５月１日 

被保険者であった期間→ 

18 年５月２日 

訂正 
P103 雇用-027 

要点整理 ❺２行目 

…令和７年３月 31 日 …令和９年３月 31 日 

訂正 
P110 雇用-030 

要点整理 (2)２行目 

→ 当該給付制限期間（原

則２箇月） 

→ 当該給付制限期間 

訂正 

P163 雇用-043 

要点整理 (2) ①・② 

２箇所 

(390 日) (389 日) 

訂正 

P163 雇用-043 

要点整理 (2) ②・

（基本手当の受給期間

の延長の効果）２箇所 

(25 日) (24 日) 

訂正 

P192 雇用-047 

解説 表中❸③ 

教育訓練給付金の額 

支 払 っ た 費 用 の 額 ×

70/100 

支 払 っ た 費 用 の 額 ×

80/100 

訂正 

P218 雇用-053 

要点整理 (※1) 

短期雇用特例被保険者及

び日雇労働被保険者を除 

短期雇用特例被保険者及

び日雇労働被保険者を除

く 

訂正 

P218 雇用-053 

要点整理 対象家族 

配偶者の下 括弧書き 

（事実婚含 （事実婚含む） 

訂正 
P252 雇用-061 

要点整理 (1)３行目 

において、次の各号に掲げ

る要件のいずれにも 

において、次の各号に掲げ

る要件のいずれかに 
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 訂正箇所 訂正前 訂正後 

訂正 

P255 雇用-061 

要点整理  

４行目 ① 

雇用継続基本給付金又は 高年齢雇用継続基本給付

金又は 

訂正 

P258 雇用-063 

要点整理 (1) 1)② 

最終行 

労働移動支援助成金 早期再就職支援等助成金 

改正 

P260 雇用-063 

特記事項 ５つ目 

３・５行目 

就職氷河期世代安定雇用

実現コース助成金 

中高年層安定雇用支援コ

ース助成金 

改正 

P260 雇用-063 

特記事項 ５つ目 

下から２行目 

(1)昭和 43年４月２日から

昭和 63 年４月１日までの

間に生まれた者 

(1)35歳以上60歳未満の者 

改正 

P262 雇用-063 

特記事項 １つ目 

７行目 

育児休業等支援コース助

成金及び不妊治療両立支

援コース助成金を支給す

るものとされている。 

育児休業等支援コース助

成金、育休中等業務代替支

援コース助成金、柔軟な働

き方選択制度等支援コー

ス助成金及び不妊治療及

び女性の健康課題対応両

立支援コース助成金を支

給するものとされている。 

 

 


